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社長・資産家が取るべき   

９つの対策 
 
日 時：2015 年 10 月 7 日（木）  

8:00～9：00（開場７:45～） 
 
講 師：税理士法人 SBC ﾊﾟｰﾄﾅｰｽﾞ  

税理士 衣 川  匡 之  
 
対 象：経営者・資産家 
 
定 員：10 名（先着順） 
 
参加費：1 名様 3,000 円（税込）  

弊社顧問契約先 1,000 円(税込) 

※当日会場にてお渡し下さい。 
 
会 場：税理士法人ＳＢＣﾊﾟｰﾄﾅｰｽﾞ 

名古屋支店 会議室 
 

お問合せ：税理士法人 SBC ﾊﾟｰﾄﾅｰｽﾞ 
     Tel: 052-203-1112   

    （担当：平松・野々部） 

SBC Seminar 
 

セミナー案内 

 

 

 

消費税では、課税期間の売

上に係る消費税から、仕入

に係る消費税額を控除して

納付税額を計算しますが、

この計算を仕入税額控除と

いいます。課税売上割合

95％未満又は課税売上高 5

億円超の場合には、一括比

例配分方式か、個別対応方

式のいずれか有利な方式を

用いて仕入税額控除の計算

をすることになりますが、

一括比例配分方式を採用し

た場合、2 年間は個別対応

方式に変更することができ

ないので注意が必要です。

Ｓｃｏｐｅ 

仕入税額控除 

SBC Ｆｉｒｓｔ Ｔａｘ 
エスビーシー・ファーストタックス 

課税仕入れの用途区分を判断する基準時は？

名古屋地裁が消費税の個別対応方式で判断 

名古屋地方裁判所はこのほど、消費税の控除対象消費税額の計

算を個別対応方式で行う場合における「課税仕入れの用途区分を

判断する際の基準時」を巡る裁判において、基準時は、課税仕入

れの日が属する課税期間の終了時点ではなく、事業者が課税仕入

れをした時点であるとして、納税者（原告）の主張を斥ける判決

を下した（平成 25 年（行ウ）第 112 号・平成 26 年 10 月 23 日判

決言い渡し・確定）。 

【判決要旨】 

個別対応方式により控除対象仕入税額を計算するときは、「課税

資産の譲渡等にのみ要する課税仕入れ」の税額に「課税資産等と

その他の資産の譲渡等に共通して要する課税仕入れに課税売上割

合を乗じて計算した金額」を加算する方法によるものとされてお

り、消費税法 30 条 2号の規定の文言上、現実に課税資産の譲渡等

に要するものであったかどうかは問題としていないことから、課

税仕入額の区分については、当該課税仕入れが行われた日の状況

に基づき、客観的に判断すべきものと解するのが相当である。 

そこで、本件課税仕入れが行われた時点（建物引渡時点）を基

準時として用途区分を検討すると、本件建物は、事務所及び住宅

を有する 10 階建ての建物で、2階部分の居室を事務所として使用

し、3 階から 10 階までの居室を主に居住用住宅として貸し付ける

ことが予定されていたこと、原告は本件課税仕入れの日より前に

本件 2 階居室の一部を事務所として賃貸し、賃借人 2 名と住宅の

賃貸借契約を締結していたことなどの事情及び本件課税仕入が行

われた日の状況から客観的に判断すると、本件建物は「課税資産

の譲渡等」（課税売上）である住宅以外の貸付けのみを目的として

取得したものであるとも、「その他の資産の譲渡等」（非課税売上）

に当たる住宅の貸付けのみを目的として取得したものともいえな

いから、本件建物に係る課税仕入れは、消費税法 30 条 2項 1 号所

定の「課税資産の譲渡等とその他の資産の譲渡等に共通して要す

るもの」に該当する。 

専門家・実務家のための税務戦略ニュース 毎月 3回（5 日.15 日.25 日）発行 

 【注意】当記事に記載されている情報に万が一誤りがあった場合、または当記事を利用することにより生じた損失や損害などについては、いかなる

場合も一切の責任を負いません。あらかじめご了承ください。 


